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ご挨拶 
 

 

 平成 26 年 11 月に「まち・ひと・しごと創生法」が施行 

されました。この法律は、少子高齢化の進展への的確な対応 

と人口減少への歯止めを実施し、それぞれの地域で住みよい 

環境を確保し、将来にわたって活力ある日本社会の維持を目 

的としております。また、同法第 10 条第１項では、「市町 

村は、当該市町村の区域の実情に応じたまち・ひと・しごと 

創生に関する施策についての基本的な計画を定めるよう努めなければならない。」とされ

ていることから、この度、本市の実情に応じた「橿原市まち・ひと・しごと創生総合戦略」

を策定しました。この戦略は同時に策定した「橿原市人口ビジョン」において、本市の人

口の現状や、2060 年（平成 72 年）を最終年とした将来人口推計に基づく将来展望を定め

ており、本ビジョンを実現させるための基本目標、基本的方向、具体的な施策及び評価指

標をまとめた計画となっています。 

  

本市は、まちづくりの理念として第 3 次橿原市総合計画において「人とともに、歴史と

ともに、やさしく強いまち かしはら」を目標に掲げています。これを実現するためには、

人口減少に歯止めをかけ、将来にわたって活力あるまちであり続けることが重要です。そ

のためにも、市民一人一人が潤いのある豊かな生活を安心して営むことができる地域社会

の形成（まち）、地域社会を担う個性豊かで多様な人材の確保（ひと）、地域における魅

力ある多様な就業の機会の創出（しごと）を一体的に推進することで、まちの魅力が向上

し、その好循環により、『かしはらの地方創生』につながっていくものと考えています。 

 

 

最後に、本戦略の策定にあたり、アンケート調査等にご協力いただいた市民の皆さま、

そして貴重なご意見をいただいた「橿原市まち・ひと・しごと創生総合戦略策定委員会」

の委員の皆さまをはじめ関係各位に心から厚く感謝申し上げます。 

 

平成 28 年３月 

                           

                          橿原市長 森下 豊 
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1 策定にあたって 

（１）策定の目的 

    わが国の人口は、2008 年（平成 20 年）に減少に転じましたが、この傾向は今

後も加速することが見込まれており、人口減少による経済活力の低下が懸念され

ています。このため、国はまち・ひと・しごと創生法を制定し、人口減少克服と

地域活性化を行うことにより、将来にわたって活力ある日本社会を維持すること

を目指した取り組み（地方創生）を通じて、2060 年（平成 72 年）に 1 億人程度

の人口を確保することを目指しています。 

本戦略は、平成 27 年度（2015 年度）から平成 31 年度（2019 年度）までの 5

年間に取り組む基本的方向や、具体的な施策を取りまとめたもので、別途策定した

「橿原市人口ビジョン」の達成を目的としています。 

 

  ［参考：国の総合戦略の基本的な考え方］ 

 

   資料：内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局作成のパンフレットを基に作成 

 

（２）位置付け 

    本戦略は、橿原市第 3 次総合計画を上位計画としており、その推進にあたって

は、以降に示す４つの基本目標の達成に向けた関連施策の実施と、ＰＤＣＡサイ

クル*による評価・検証を実施していきます。 

  

（３）計画期間 

    本戦略は、平成 27 年度（2015 年度）から平成 31 年度（2019 年度）の 5 年

間を計画期間としています。 

  

１ 
 



 

 

２ 人口の推移と将来展望 

（１）人口の推移 

本市の人口は、昭和 55 年以降ゆるやかに増加し、平成７年に人口 12 万人を超

えましたが、近年は概ね横ばいで推移しています。高齢化率（市内総人口に占める

65 歳以上人口の割合）は年々上昇し、平成 26 年には 24.9％となっています。 

年齢４区分別人口の推移 

 
資料：H22 までは国勢調査、H26 は住民基本台帳（10 月１日現在） 

 

自然動態は、平成 23 年まで自然増（注）であったものの、平成 24 年以降概ね横

ばいで推移しています。 

  注：「自然増」とは出生数が死亡数を上回る状態 

出生数と死亡数の推移 

 
資料：奈良県「市町村別人口動態」（各年前年の 10 月１日～当年の 9 月 30 日） 
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社会動態は、転入数・転出数はほぼ横ばいで推移しているものの、概ね転出超過で

推移しています。 

転入数と転出数の推移 

 
資料：奈良県「市町村別人口動態」（各年前年の 10 月１日～当年の 9 月 30 日） 

 

（２）人口の将来展望 

国の長期ビジョンや県の人口ビジョンを踏まえ、別途策定した「橿原市人口ビジ

ョン」では、本市が目指す目標人口を下記のとおり定めています。 
 

 時期 目標人口 2010 年と比較した増減率 

中期的目標 2040 年（平成 52 年） 115,316 人 約 8.2％ の減少 

長期的目標 2060 年（平成 72 年） 103,873 人 約 17.3％ の減少 
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3 地方創生の取り組み 

 基本理念とする「みんな 活躍するまち・かしはら」に向けて、国の示す基本目標、総

合戦略策定の意義を踏まえ、本戦略の基本目標及び取組体系を下記のとおり定めました。 
 
（１）基本目標 

  基本目標１ 地域の特性を活かしたしごとをつくる  

地域の特性を活かした「観光交流産業」や「かしはら版ヘルスケア産業*」を育成し、

若い世代や女性、ＵＩＪターン*者が魅力を感じるしごとを増やします。 

 ［数値目標］ 

指標名 初期値（H26） めざす値（H31） 

市内事業所数 5,060 箇所 5,360 箇所 

市内事業所の従業者数 50,072 人 52,000 人 

  基本目標２ 新たな人の流れや交流を増やす  

橿原の魅力を広く情報発信し、橿原を訪れる人を増やします。また、訪れた人が快
適に過ごせるような“おもてなし”を通じて、国内外にＫＡＳＨＩＨＡＲＡファンをつ
くり、リピーターや移住促進につなげます。 

 ［数値目標］ 

指標名 初期値（H26） めざす値（H31） 

観光客数 252 万人 319 万人 

住みやすいと思う人の割合 84.8％（H27）（注） 90.0％ 

（注）Ｈ27 に実施した事業の指標を掲載しています。 

  基本目標３ 若い世代の結婚・妊娠・出産・子育ての希望をかなえる  

結婚したいと思う人の支援、安心して子どもを産み育てられる環境づくり、子ども
たちに対する魅力的な学校教育の提供、男女が協力して子育てできる環境づくりなど
により、結婚・妊娠・出産・子育ての希望をかなえます。 

 ［数値目標］ 

指標名 初期値（H26） めざす値（H31） 

結婚したい人の割合 62.0％（H27）（注） 75.０％ 

希望通りの子どもの数をかなえられる人の割合 73.4％（H27）（注） 80.０％ 

（注）Ｈ27 に実施した事業の指標を掲載しています。 

  基本目標４ 安心して便利に暮らせるまちをつくる   

中南和の拠点としての役割を果たしながら、多極ネットワーク型のコンパクトなまち

づくり*などにより安心して便利に暮らし続けることができるまちづくりを進めます。 

 ［数値目標］ 

指標名 初期値（H26） めざす値（H31） 

公共バス（注 1）路線の延長（距離） 35.8ｋｍ  41.4ｋｍ 

徘徊ネットワーク見守り市民会員登録数 ―（注 2） 100 人 

（注1）公共バス路線の延長は、路線バスとコミュニティバスの合計値で算出しています。 
（注2）Ｈ26まで未実施の事業は、「－」と表示しています。尚、Ｐ7以降の重要業績評価指標（ＫＰＩ）*につ

いても、本ページと同様にＨ26まで未実施の事業は、「－」と表示しています。 

４ 
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（２）取組体系 

 
 

５ 



 

 

3-2-1 地域の特性を活かしたしごとをつくる取り組み 

 

（１）本市の特性と課題 

・多くの商業機能が集積しており、商業・サービス業等の第３次産業が中心となって

います。 

・県立医大および附属病院が立地しており、それらと連携した新たな産業の創出が期

待されます。 

・交通利便性が高いことから、市内で新たなしごとを創出することによって、大阪・

京都・奈良方面からの就業者の増加が見込めます。 

・飛鳥・藤原を訪れる多くの観光客の購買意欲を消費拡大につなげていくことが必

要です。 

・若い世代や女性、ＵＩＪターン者*の就業をサポートする体制づくりが必要です。 

 

（２）本戦略の実行を通じて実現をめざす「橿原 2020 の姿」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【観光交流産業の姿】 

○地域性を活かした土産物やグルメがブランド化され、観光客に喜ばれています。 

○宿泊施設の増加や空き店舗の減少により、中心市街地が賑っています。 

 

【かしはら版ヘルスケア産業*の姿】 

○高度先端医療から在宅医療・介護までを連続的にサポートできる様々なヘルスケ

アの研究や開発等がはじまっています。 

 

【新たなしごとづくりの姿】 

○創業支援や企業立地及び事業規模の拡大を促進する補助制度や融資制度が活用

され、新たな企業が立地し就業の場が創出されています。 

 

【橿原でしごとをしたい人を支援する姿】 

○就業を希望している人が、様々な職業相談や研修等を活用して必要となる技術を

身につけています。 

○企業では、学校やハローワーク等との連携により、必要な人材が確保されています。 

６ 
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（３）基本的方向と具体的な施策 
 

①観光交流産業を振興する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆中心市街地における賑わいの創出支援 

・橿原商工会議所と連携して、空き店舗対策委員会の設置を行い、出店者の募集や

初期投資経費を逓減するための設備及び一定期間の家賃に対する補助を支援します。 

・商店街等によるイベントや広報などを通じて情報発信を支援します。 

・宿泊客のニーズに合ったサービス産業の立地に関する補助制度を検討します。 

 

◆土産物やグルメの開発やＰＲの支援 

・魅力的な土産物やグルメを創出するため、産学官連携*による新たな商品開発や、

ＩＣＴ*を活用した販売促進の取り組みを支援します。 

 

 

◆おもてなしの心と接客技術の向上に向けた支援 

・橿原商工会議所と連携して、接客技術の向上や接客に関わる資格の習得、多言語

表記等の取り組みを支援します。 

 

［重要業績評価指標（ＫＰＩ）］ 

指標名 初期値（H26） めざす値（H31） 

空き店舗出店支援件数 2 件  5 件 

 

 

 

 

 

 

 

 

○橿原商工会議所等と連携して意欲ある事業者の取り組みを支援します。 

○宿泊観光客の増加を見据え、新たな雇用の創出につながる取り組みを支援します。 

○地域の特産品などを活用した新たな食や土産物を創出するため、ブランドイメージ

の向上につながる “ものづくり産業・農業・商業”の取り組みを支援します。  

基本的方向 

具体的な施策 

７ 



 

 

②「かしはら版ヘルスケア産業*」を支援する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ヘルスケア産業の立地促進のための支援制度の検討 

・医療、介護、健康、食に関連する新たな「もの」や「サービス」を提供する「か

しはら版ヘルスケア産業*」の取り組みや支援制度を検討します。 

 

◆「医療ツーリズム*」による雇用創出の支援 

・宿泊施設との連携により、医療を受けようとする国内外の患者を広く受け入れ、

飛鳥・藤原の地域資源を活かした「医療ツーリズム*」に関連する雇用の創出を支

援します。 

 

◆薬草栽培や生薬生産に対する支援 

・薬用作物の栽培に取り組む事業者や企業に対し

て、薬用作物生産振興促進事業補助金を交付す

るとともに、薬草の栽培技術の確立や生薬への

加工・販売等の関連産業を支援します。 

 

 

                          

 

［重要業績評価指標（ＫＰＩ）］ 

指標名 初期値（H26） めざす値（H31） 

ヘルスケア産業相談件数 － 8 件 

薬用作物生産振興促進事業補助金の対象面積 27.5a 60a 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

○県立医大と附属病院が有する知見や研究成果を活かし、「かしはら版ヘルスケア産

業*」の創出を図ります。 

 

基本的方向 

具体的な施策 

▲薬用作物栽培の様子 

８ 



 

9 

 

  ③新たなしごとづくりを支援する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆融資制度の検討 

・事業者向けに、経営の安定化や設備の更新等を促進するための融資制度を周知し

ます。 

・創業者向けの融資制度を検討します。 

・金融機関と連携して、事業者に対する優遇制度を検討します。 

  

◆創業支援 

・産業競争力強化法に基づく「創業支援事業計画」を基に、経営知識の習得や事業

計画の作成、プレゼンテーションのスキルアップにつながる「かしはら創業塾」

や「商談会」等の開催を支援します。また、許認可等の手続きを円滑に進めるた

めの専門家の紹介等の支援策を検討します。 

 

◆企業立地の促進と事業拡大の支援 

・製造業と宿泊施設を対象業種として、事業所・

工場等の新設・増設・移転に対する事業所等設

置奨励金と、新規雇用の創出に対する雇用促進

奨励金制度を啓発します。 

・販売促進につながるＰＲ展示会等への参加やオ

ープンイノベーション*による技術マッチング

を推進する商談会の開催を通じて、事業拡大に

つながる支援策を検討します。 

 

［重要業績評価指標（ＫＰＩ）］ 

指標名 初期値（H26） めざす値（H31） 

融資件数 300 件 350 件 

創業者相談件数 ― 45 件 

企業立地補助金申請数 2 件 10 件 

 

 

○創業や事業拡大を検討している事業者に支援を行い、新たな就業の場の創出を目指

します。 

基本的方向 

具体的な施策 

▲ビジネス商談会の様子 

９ 



 

 

④橿原でしごとをしたい人を支援する 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆大学生等の就職支援 

・教育機関や事業者と連携し、学生や生徒の在学中にイ 

ンターンシップや合同説明会の開催を検討します。 

 

◆若い世代や女性、ＵＩＪターン者*の就業支援 

・就職希望者の能力開発やスキルアップ、ワーク・ライ 

フ・バランス*に関する助言等を行います。 

・就職希望者のすぐれた技術や経験を活かすことができ 

るような人材バンクの創設を検討します。 

 

 

◆営農希望者に対する支援 

・若い就農者を増やすため、就農に対する経済的支援を行います。 

・地域の特産品や伝統野菜等の栽培を促進するため、耕作放棄地の活用につながる

ような支援制度を検討します。 

 

◆障がいのある方の就業支援 

・障がいのある方の就業機会を支援するため、事業者との連携や情報提供を行いま

す。 

 

◆採用活動に対する支援 

・希望する人材の確保が進んでいない企業を含めて、就業環境や採用活動の改善に

つながる情報提供の支援や合同説明会の開催を行います。 

 

［重要業績評価指標（ＫＰＩ）］ 

指標名 初期値（H26） めざす値（H31） 

青年就農者に対する給付受給者数 4 人 8 人 

合同説明会の開催回数 －     ２回 

 

 
 

○ハローワーク等と連携し、就職や人材確保を支援します。 

基本的方向 

具体的な施策 

▲ふるさとハローワーク チラシ 
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3-2-2 新たな人の流れや交流を増やす取り組み 

 

（１）本市の特性と課題 

・飛鳥・藤原は、様々な歴史資源などに恵まれて多くの観光客が訪れています。 

・日本遺産*に認定され、さらに世界遺産登録に向けた取り組みを進めており、国内外

から観光客の増加が期待されます。 

・医大附属病院や各種行政施設、本格的なスポーツ施設などにも多くの人が訪れてい

ます。 

・橿原の魅力をわかりやすく内外に発信し、さらなる集客を図るとともに、来訪者が

快適に安心して滞在できる環境を整えることが必要です。 

・観光・医療・交通の連携によるまちづくりにより、暮らしの質を高めるとともに、

大都市圏からの移住の促進につなげるための多様な住み方を提供することが必要です。 

 

（２）本戦略の実行を通じて実現をめざす「橿原 2020 の姿」 
 
 

  

【魅力発信の姿】 

 ○多様な情報通信技術を活用して、本市の魅力がわかりやすく世界中に発信されて

います。 

 ○歴史ファンが、いつかは訪れたい地域として認知されています。 

 ○橿原の魅力が、移住者の言葉を通じて広く発信されています。 

【来訪者やおもてなしの姿】 

 ○商業が盛んになり、時間をかけてグルメや買い物を楽しむ人が増えています。 

 ○宿泊施設が増え、観光目的の宿泊客が増えています。 

 ○国内外から訪れる多くの観光客が、飛鳥・藤原の歴史遺産や地域の人々の温かさ

に触れ、その感動が多くの人に伝わっています。 

 ○飛鳥・藤原の観光に役立つ情報や移動の手段が提供され、周遊しやすくなってい

ます。 

 ○スポーツやヘルスケア産業の普及に伴い、健康に関わる交流の場と機会が増え、

多くの人が橿原を訪れるようになっています。 

【橿原への移住者の姿】 

○橿原への移住を検討する人が増えており、住まい探しやしごと探しで様々な助

言・支援を受けています。 

○本市への移住者が地域社会に溶け込み、皆がいきいきと暮らしています。 
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（３）基本的方向と具体的な施策 

 

①「橿原」の魅力を広く発信する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆シティプロモーション*体制の構築 

・ＫＡＳＨＩＨＡＲＡファンを国内外に増やして

いくため、本市の魅力を様々な手法や機会を活

用して発信するシティプロモーション*の取り

組みを検討します。 

 

 

 

◆観光地としてのＰＲ 

・観光協会等と連携した観光 PR や、全国展開の雑誌への広告記事の掲載、フェイス

ブック等のＳＮＳ*での情報発信など、多様なメディアを通じた国内外へのプロモ

ーション活動を展開します。 

・日本遺産*の認定効果を活かすため、高取町、明日香村と連携し、ホームページ、

冊子による情報発信や統一された案内表示の整備等を行います。 

 

◆居住地としてのＰＲ 

・全国移住促進センターや県ＵＩＪターン窓口と連携して、移住ナビ*での紹介ペー

ジを充実し情報発信を行います。 

 

［重要業績評価指標（ＫＰＩ）］ 

指標名 初期値（H26） めざす値（H31） 

観光関連ホームページの閲覧回数 1,378 千回 2,000 千回 

移住ナビ*の閲覧回数 ― 1,０00回 

 

 

 

○歴史的観光資源や穏やかで住みよい生活環境など、市の魅力を広く発信する「しく

み」を検討します。 

○本市を含めた高取町・明日香村等からなる「飛鳥ブランド」を活かし、交流人口や

定住人口の増加につながるためのイメージ・認知度アップとなる取り組みみを進め

ます。 

 

基本的方向 

具体的な施策 

▲北側から見た畝傍山 
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②来訪者の増加を図る 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆観光中長期計画の策定及び観光基本条例の制定 

・観光地としての現状を調査し、観光振興のための中長期計画を策定するともに、

観光基本条例を制定します。 

 

◆広域観光ルートの形成 

・中南和の広域観光ルートを形成し、一体的な観光ＰＲを展開することで、拠点性

を高めます。 

・日本遺産*に認定された構成資産を高取町、明日香村と連携して一体的なルート形

成を行うことで、日本遺産*ブランドとして国内外の新たな観光客の誘客を図ります。 

 

◆来訪者増加への取り組みの充実 

・県内の宿泊者数が全国最下位ということを踏まえて、宿泊・周遊促進プランの創

生、宿泊施設の宿泊客獲得の取り組みへの支援を行い、宿泊客を誘致します。 

・関西国際空港着の旅行者や、大阪港に寄港するクルーズ船・フェリーの乗客（観

光客、外国人修学旅行生）等に飛鳥・藤原を周遊してもらえるよう、関係機関や

旅行業者に働きかけてインバウンド*の促進につなげます。 

 

◆体験宿泊、ニューツーリズムの強化 

・子どもを中心とした交流人口の拡大を目指して、飛鳥ニューツーリズム協議会と連

携し、体験宿泊の受入家庭や体験学習メニューの拡充等、ニューツーリズムの基盤強

化を進めます。 

 

◆スポーツ施設を活用した来訪者誘致活動の展開 

・多様な橿原運動公園や県立橿原公苑等のスポーツ施設を有効に活用して、プロスポ

ーツの試合や各種大会、スポーツイベント、合宿などを誘致するため、地域のス

ポーツ・観光団体、宿泊施設等と協力して、スポーツコミッション*の設立に取り

組み、来訪者の増加を図ります。 

 

○来訪者が魅力を感じるような地域とするため、観光資源のさらなる活用や利便性の

向上など、観光政策の強化を図ります。 

○スポーツ拠点である橿原運動公園や県立橿原公苑など、特色ある資産の有効活用と

交通アクセスの充実を図ります。 

○飛鳥・藤原のみならず、中南和への玄関口としての「おもてなし」施策を展開します。 

基本的方向 

具体的な施策 
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◆歴史的な町並み保全・活用の取り組みの推進        

・重要伝統的建造物群保存地区に選定されている今井町などでは、町家の修復や町

並みの保全に努めることにより、人々が暮らす「生きているまち」としての魅力

の向上を図ります。 

・町家再生に携わる人材（設計士、大工、左官等）の確保・育成などを進める取り

組みの充実を図ります。 

・今井町や八木町等の歴史的な町並みを活かして、今井まちや館や八木札の辻交流

館等を活用した集客性のあるイベント等を開催し、そのすばらしさを体感してい

ただく機会を創出します。 

 

◆来訪者の移動手段の確保 

・広域的な組織である「飛鳥情報交通協議会」が進めて 

いる超小型モビリティ*のレンタカー事業を拡充し、来 

訪者の利便性向上を図ります。       

 

 

 

 

 

◆来訪者サポートの充実 

・観光施設や公共施設等に無料公衆無線ＬＡＮ*を整備し、来訪者の利便性向上を図

ります。 

・海外からの来訪者がストレスなく目的地にたどり着けるように、案内道標、観光

マップなどの多言語化や宿泊施設での多言語表記、観光ガイドの通訳における案

内を支援します。 

 

◆観光を基礎とした医療ツーリズム*の展開 

・県立医大附属病院等を核として、医療サービスと観光などが融合した総合システ

ムを構築します。 

 

［重要業績評価指標（ＫＰＩ）］ 

指標名 初期値（H26） めざす値（H31） 

外国人宿泊者数（注） 15,213人 20,000 人 

伝統的町家の再生件数 ８件 25 件 

   （注）外国人宿泊者数は年（1 月―12 月） 
 
 

 

 

 

▲超小型モビリティ「MICHIMO」 
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③橿原への移住を促進する 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆奈良県人会とのネットワークの構築 

・奈良にゆかりのある人や地元に戻る意思のある人に働きかけを行う体制を構築し

ます。 

 

◆空き家の実態把握・情報発信・利活用の推進 

・空き家の状況を調査・把握するとともに、情報発信を行う環境を構築します。 

・空き家等対策計画の策定を進め、空き家の適正管理に関する施策を充実します。 

 

◆空き家相談会の開催 

・一般社団法人建築・住宅支援センター協議会

やＮＰＯ法人空き家コンシェルジュ等と連携

し、適正管理や利活用等に関する相談会を開

催します。 

 

 

 

                            

◆中古住宅の流通促進・リフォーム支援の推進 

・中古住宅市場の活性化と流通促進につながる取り組みとして一般社団法人建築・

住宅支援センター協議会等と連携し、資産価値を分かりやすく評価することや修

繕、改修などをワンストップで行える仕組み・体制づくりの検討を進めます。 

・省エネ改修費用の助成やリフォームの支援制度等、安心して中古住宅を購入でき

るための情報提供を行います。 

 

 

 

○移住者の住まい確保に向け関係機関とも連携し、各地域の特性に応じた情報発信を

図ります。 

○歴史的町並みの残る地域について、景観の保全とともに魅力ある利活用を計画し、

まちの活性化を図ります。 

○「橿原市版ＣＣＲＣ*」構想を策定し、都市圏からのアクティブシニアを中心とし

た人口の環流による移住者の増加を目指します。 

基本的方向 

具体的な施策 

▲空き家相談会の様子 
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◆伝統的町家などの利活用の推進 

・町家の利活用や定住を促進するため、今井町などで活動しているＮＰＯ法人今井

まちなみ再生ネットワーク等と連携した「まちあるき事業*」等、空き家情報の提

供を行います。 

・歴史的価値のある伝統的町家の保全と利活用

の両立に向け、景観保全とともに、バリアフ

リー化やエコ住宅、その他現代の生活スタイ

ルに合った住戸改修等の実施を図ります。 

・市内に残る古民家の空き家等に関する情報発

信や改修支援を行うとともに、古民家居住を

希望する人とのマッチング等を行います。 

・地域に魅力を感じている学生等のシェアハウ 

スとして一定期間の定住につながる取り組みを進めます。 

 

◆橿原市版ＣＣＲＣ*推進事業の展開 

・都市圏の高齢者の地方への移住希望に応じて、健康でアクティブな生活の実現と

継続的ケアの提供という考え方をもとに、若者世代の呼び込みも見据えた橿原市

独自のＣＣＲＣ*事業の展開を検討します。 

・事業の展開に際しては、大学と連携した「生涯安心サポート」の提供や、今井町

に拠点を置く「一般社団法人日本の寺子屋」と連携した生涯学習メニューの充実、

「アクティブサポーター*」として地域の担い手になっていただくための学習機会

の提供等、橿原市独自の取り組みを進め、移住者が安心して、アクティブに生き

がいを持って生活できる基盤づくりを推進します。 

 

 

［重要業績評価指標（ＫＰＩ）］ 

指標名 初期値（H26） めざす値（H31） 

橿原への移住の問い合わせ件数 ― 22 件 

空き家相談会 開催回数 ― 12 回 

 

 

  

▲今井町にある伝統的なまちなみ 
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3-2-3 若い世代の結婚・妊娠・出産・子育ての希望をかなえる取り組み 

 

（１）本市の特性と課題 

  ・県内他市町村と比較して、男女とも比較的早く結婚しています。第 1 子を出産した

母親の年齢をみても、20 代後半から 30 代前半が多く、都市部でみられているよう

な晩産化といわれる状況にはなっていません。合計特殊出生率*は、県内では比較的

高いものの、全国平均と同じ水準となっています。 

  ・保育所（園）への入所希望者は増加していますが、保育士の確保等の課題により待

機児童が増えている状況がみられます。 

  ・今後、結婚したいと思う若い世代が結婚し、妊娠・出産・子育ての希望がかなえら

れる環境を充実していくことが必要です。 

  

（２）本戦略の実行を通じて実現をめざす「橿原 2020 の姿」 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

【結婚に向けての活動の姿】 

 ○子どもたちが、自分の将来の夢や希望をもつとともに、進学・就職だけでな

く、次代の親づくり*として、結婚や家庭を築くことを含めたライフプラン*

を描いています。 

 ○結婚したい若い世代が、様々な出会いの機会を利用しています。 

【妊娠・出産・子育ての姿】 

 ○子どもをもちたいと思う市民が、身近で相談することができ、妊娠すること

に不安を感じる人が減っています。また、不妊に対する様々な支援を受ける

ことができています。 

 ○妊娠・出産・子育ての切れ目のない支援体制が整い、安心して子どもを産み

育て、子育てを楽しいと感じる人が増えています。 

  

【学校での学びの姿】 

○特色ある学校教育や郷土教育が行われ、橿原の地で子どもたちが夢をもち、

様々な大人たちとも関わりをもちながら、橿原への郷土意識を育んでいます。 

【家庭での子育ての姿】 

○様々な職場や家庭においてワーク・ライフ・バランス*を実現しやすい環境づ

くりが進むことにより、多くの家庭において男女が協力して子育てを行って

います。 
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（３）基本的方向と具体的な施策 

 

①結婚したいと思う人を支援する 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆次代の親づくり*支援の充実 

・次代の親づくり*の基盤となる思春期保健を含め、妊娠に適した時期を伝えたり、

自分のライフプラン*（進学・就職・結婚・出産など）を考える機会を提供し、次

代の親づくり*を支援します。 

 

◆結婚活動の支援 

・婚活イベント等の出会いの場や結婚支援をする 

 人づくりを行うなど、若い世代で結婚したい人 

が結婚できる環境整備に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［重要業績評価指標（ＫＰＩ）］ 

指標名 初期値（H26） めざす値（H31） 

婚活イベントの開催回数 1 回 10 回 

婚活支援の助成団体数 － 5 団体 

 

 

 

 

 

 

 

○若い世代は、結婚に対する希望が高いにもかかわらず、「理想の相手に巡り会わな

い」「経済的な不安がある」などの理由で希望が実現できていないことから、若い

世代の希望がかなえられるような環境整備に努めます。 

基本的方向 

具体的な施策 

▲飛鳥リレーマラソン婚活の部 募集チラシ 
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②安心して子どもを産み育てられる環境をつくる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

◆妊娠・出産からの切れ目のない子育て支援 

・安心して妊娠期をすごし、子どもを産み・育てられるように、妊婦に対する健診

や健康指導をはじめ、母子の健康保持や増進、疾病予防や早期発見など、妊娠・

出産からの切れ目のない子育て支援の推進を図ります。 

・乳幼児の健やかな成長と子育てのために、健康診査など各種相談事業の充実を図

り、切れ目のない支援を行います。 

・専門職などが連携を図り、対象者に寄り添いながら必要なサービスをコーディネ

ートする体制として橿原版「子育て世代包括支援センター」等の整備を行います。 

 

◆不妊の支援 

・希望通りに子どもを持つことができない夫婦に対し、不妊相談や不妊治療に関す

る情報提供や経済的な支援などに努めます。 

 

◆楽しく子育てができる環境づくり 

・子育て中の孤立感の緩和や仲間づくりの支援をはじめ、困ったときに気軽に相談

できる体制の整備・充実を図ります。 

・保護者のニーズや家庭状況、地域の実情に応じて、子育て支援の多様なメニュー

から、サービス（事業）を選択できる子育て支援体制の充実・強化を図ります。 

 

◆質の高い教育・保育の充実 

・子ども・子育て支援新制度*のもと、子どもの発達段階に応じた質の高い教育・保

育の提供や多様な保育事業を充実することで、子どもの健やかな育ちの環境を整

備します。 

・質の高い幼児期の学校教育・保育を総合的に提供できるように、教育と保育を一

体的に推進します。 

・既存の幼稚園や保育所（園）の認定こども園*への移行について、情報提供や支援

を行うとともに、地域の状況を踏まえた上で、地域の実情に応じた認定こども園*

の普及を行います。 

 
 

○保護者が子育てや子どもの成長に喜びや楽しさを実感し、子どもたちが心身ともに

健やかに成長できる環境づくりのため、妊娠・出産・子育ての各段階に対応した切

れ目のない施策の展開を図ります。 

○若い世代や多子世帯などの子育て負担を軽減するため、乳幼児期の教育・保育や子

ども・子育て支援の量的拡充や質的改善を進めます。 

基本的方向 

具体的な施策 
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◆待機児童の解消 

・私立保育園・認定こども園*や私立幼稚園との連携を強化し、既存施設の活用を含

め、保育ニーズに対する受け皿となる施設を確保します。 

・保護者ニーズに合わせて、地域型保育事業（小規模保育）*や認可外保育施設*につ

いても、受け皿として確保します。 

 

◆放課後児童対策の充実 

・保護者が就労等により昼間家庭にいない児童

に、遊びと生活の場を提供し、豊かな人間性を

身につけられるように、放課後児童クラブ*の

充実を図ります。 

・地域の大人が中心になって子どもたちに体験や

交流を通じて健やかな成長を促す「安全・安心」

な居場所づくりとして、放課後子ども教室*を

推進します。      

 

◆地域での子育て支援体制の充実 

・地域で子どもたちが健やかに成長できるように、地域の住民や関係団体・機関と

の連携を図ります。 

・地域で子育てに関する不安・悩みなどを気軽に相談でき、保護者などが子育てに

関する情報交換や交流ができる機会・場づくりを進めます。 

・障がいのある子どもや家族が、地域で安心して暮らせるような体制づくりを進め

ます。 

 

◆経済的支援の充実 

・子育てにかかる経済的な負担や不安などをかかえる若い世代や多子世帯等に対し、

それぞれの家庭状況に合わせて、負担を軽減するように努めます。 

   

 

［重要業績評価指標（ＫＰＩ）］ 

指標名 初期値（H26） めざす値（H31） 

第３子以上を出産する人の人数  171人 175 人 

子育てが楽しいと感じる人 

  

就学前保護者 77.0％（Ｈ25） 

小学生保護者 64.0％（Ｈ25） 

就学前保護者 82.０％ 

小学生保護者 67.０％ 

待機児童数 12 人 ０人 

  

  

▲放課後児童クラブの様子 
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③橿原の子どもたちに魅力ある学校教育を提供する 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

◆特色ある教育の推進 

・学校教育の充実を進めるとともに、いのちの学習、人権学習、平和学習、環境学

習、食育、職場体験学習、ＩＣＴ*を活用した学習、英語教育、通級指導等、特色

ある学校づくりを進めます。 

 

◆郷土教育の推進 

・橿原の歴史を取り入れた学習を行うとともに、

史跡などの文化遺産や歴史に憩う橿原市博物

館での校外学習等の体験を通じて、歴史的な意

義の重要性の理解と郷土への誇りや愛着を育

みます。 

 

 

 

◆いじめ・不登校対策の推進 

・学校や家庭などにおいて、支援が必要な児童生徒に対して速やかに支援を行うた

めに、いじめ・不登校対策指導員やカウンセラーを配置するとともに、学校全体

で対応していくための体制づくりを推進します。 

 

 

［重要業績評価指標（ＫＰＩ）］ 

指標名 初期値（H26） めざす値（H31） 

学校に行くのは楽しいと思う 

（どちらかといえばそう思う） 

児童生徒の割合 

小学校 86.7％ 

中学校 79.6％ 

小中学校ともに 

90.0％ 

不登校児童生徒の割合 

（1,000 人あたり） 
14.5 人 10 人 

 

 

 

○良好な教育環境と郷土教育の充実により、子どもたちの健やかな成長と豊かな人格

形成を目指します。 

基本的方向 

具体的な施策 

▲歴史に憩う橿原市博物館での校外学習体験の様子 
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④男女が協力して子育てできる環境をつくる 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ワーク・ライフ・バランス*が実現できる環境づくり 

・就労環境の整備をするとともに、育児休業等に関する周知・啓発や情報提供を進

め、男女共同による子育てを促進します。 

 

 

◆多様な働き方の実現及び見直しの啓発 

・短時間労働や在宅勤務など、個人のライフスタイルに 

 応じた多様な働き方を自由に選べる社会意識の醸成に 

より、仕事優先の働き方を見直し、すべての人が仕事 

と家庭・子育てのバランスがとれるように啓発を行い 

ます。 

 

 

 

 

 

［重要業績評価指標（ＫＰＩ）］ 

指標名 初期値（H26） めざす値（H31） 

夫の家事・育児分担などの家庭環境に対する

満足度 
78.0％（H25） 83.０％ 

ワーク・ライフ・バランス*の推進に取り組ん

でいる市内事業所数（注） 
１事業所 5 事業所 

  （注）奈良県社員・シャイン職場づくり推進企業表彰企業（育児・介護との両立や男女が共に働きやすい環

境整備に取り組んでいる登録企業の中でも特に取組内容が優れている企業）の市内事業所数のことです。 

 

 

       

 

○多様な働き方の実現や男女の固定的な家事・育児への役割分担意識の改革を図り、

男女が協力して子育てができる環境づくりを目指します。 

基本的方向 

具体的な施策 

▲ワーク・ライフ・バランス 

推進マニュアル（奈良県発行） 

22 



 

23 

 

3-2-4 安心して便利に暮らせるまちをつくる取り組み 

 

（１）本市の特性と課題 

・中南和における鉄道・道路などの交通の要衝であり、大阪・京都・名古屋方面との

交通アクセスが良好で、様々な都市機能が集積しています。 

・市内には多くの鉄道駅があり、大阪・京都方面への通勤利便性が高いことから、ベ

ッドタウンとして発展してきました。 

・県立医大や各種行政施設、文化・スポーツ施設などが立地しており、人口減少や高

齢化の進行を見据えて、都市の再構築に取り組むことが必要です。 

・高齢化に対応した地域社会づくりや、歴史文化などの持続性を確保していくことが

必要です。 

 

（２）本戦略の実行を通じて実現をめざす「橿原 2020 の姿」 

 

 

  

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【都市の姿】 

 ○大和八木駅周辺地区、県立医大周辺地区、橿原神宮前駅周辺地区において、様々

な都市機能が集積整備されています。 

 ○公共交通ネットワークにより、市内各地からスムーズに中心市街地に行くこと

ができます。 

 ○公共施設やインフラが適切に維持管理されています。 

【暮らしの姿】 

 ○県立医大の新キャンパスの整備が進み、高度先端医療から在宅医療・介護まで

が連続的に行われる先進的なモデルが生まれようとしています。 

○地域包括ケアシステム*が構築され、誰もが住み慣れた地域で安心して暮らして

います。 

○公共施設などを活用した「小さな拠点」が市内の各所に整備され、地域住民の

交流の場となっています。 

○地域と行政との連携により、災害や犯罪に強いまちづくりが進んでいます。 

【ふるさとづくりの姿】 

○世界遺産登録に向けた取り組みが進んでいます。 

○ふるさとづくりを担う熱意と行動力を持った人材の育成が進んでいます。 

○大和三山をはじめとする眺望景観が保全されています。 

【多様な主体による橿原づくりの姿】 

○市民協働や官民連携、大学との連携、近隣自治体との広域連携の取り組みが活

発に行われています。 

 

23 



 

 

（３）基本的方向と具体的な施策 

 

①多極ネットワーク型のコンパクトなまちづくり* 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆大和八木駅周辺地区のまちづくり 

・総合窓口機能を有する市分庁舎と宿泊機能や展望機能を有する観光施設の複合施

設を建設します。 

・大阪・京都・名古屋の大都市と直結する交通 

の要衝である大和八木駅周辺地区を、中南和 

の玄関口にふさわしい都市拠点にするた 

めに、県と連携して「大和八木駅周辺地区ま 

ちづくり基本構想および基本計画（仮称）」 

を策定します。  

・駅の南側と北側を一体的に捉え、回遊性を強 

化し、賑わいづくりや土地利用の推進、既存 

 の公共施設を含めた都市基盤の再整備計画を 

策定します。 

 

◆県立医大周辺地区のまちづくり 

・県立医大の新キャンパスや関連研究施設の整備にあたっては、ＭＢＴ*（医学を基

礎とするまちづくり）の考え方も取り入れ、にぎわい・健康づくり・医療・福祉

等に関する各種機能の再配置や、鉄道駅・道路・公園等の都市施設の整備と並行

して、新しいまちにふさわしい機能的な公共交通の整備を進めます。 

・重要伝統的建造物群保存地区である「今井町」エリアについては、空き家化して

いる町家や空き地を活用して、生活支援や見守りなどを行う「まちなか拠点」整

備を支援します。 

 

○行政・商業・観光・交通・医療等の分野において、中南和の拠点都市にふさわしい

まちづくりを進めます。 

○市民が暮らしやすく、住み続けたいと思える生活環境を提供し、中心市街地への公

共施設や医療施設、商業施設等の集積を目指します。 

○都市機能の中心市街地への集約化に伴い、道路や公園など、必要となる都市施設等

の整備を図ります。 

○公共交通網を整備し、中心市街地へアクセスしやすい「多極ネットワーク型のコン

パクトなまちづくり*」を図ります。 

○人口減少や少子高齢化の進行を見据えた、ファシリティマネジメント*を進めます。 

基本的方向 

具体的な施策 

▲大和八木駅南新複合施設（完成イメージ） 
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◆橿原神宮前駅周辺地区のまちづくり 

・観光の玄関口にふさわしい駅前空間とするため、多言語化を含めた観光案内表示

や無料公衆無線ＬＡＮ*の整備を図ります。 

・観光客の利便性を高めるため、新たな移動手段として期待されている超小型モビ

リティ*によるレンタカー事業を支援します。 

 

◆公共交通ネットワークの再整備 

・路線バス・コミュニティバスの路線網やダイ

ヤの見直しにより、市民生活を支える地域公

共交通の維持や確保を図ります。 

・関西国際空港や南和地域、市内へのアクセス

の向上を図るため、バスターミナルの整備と

そのハブ化を検討します。 

 

 

◆ファシリティマネジメント*の推進 

・人口減少等による需要の変化を見据えた公共施設の最適な配置と、安全で快適な

生活環境の維持を目指して、橿原市公共施設等総合管理計画に基づき、施設利用

者や周辺地域の住民の意見を取り入れながら、施設の統廃合・複合化の方向性を

検討します。 

・持続的に保持すべき公共施設等の長寿命化を目指して、必要な情報の把握・分析

を行い、それに基づき適切な維持管理を行います。 

 

 

［重要業績評価指標（ＫＰＩ）］ 

指標名 初期値（H26） めざす値（H31） 

コミュニティバスの利用者数 33,058 人 39,300人 

超小型モビリティ*レンタカー利用者数 － 800 人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲橿原市コミュニティバス 
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②「医学」を基礎としたまちづくり（ＭＢＴ構想*の展開） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆大学サテライト（まちなかラボ）*の整備支援 

・医学に基づいた新しいサービス等の創出により、地域産業の活性化を目指して設置

する「まちなかラボ」の整備に対して、空き家・空き地情報の提供や、補助制度

に基づく支援等を行います。 

 

◆病院サテライト*の整備支援 

・県立医大等が進めるゲストハウス*やシェアハウス*、専門家による健康・通院相談

の場や、交流型「まちなかライフサポート*拠点（病院サテライト*）」の整備に対

して、空き家・空き地情報の提供や、補助制度に基づく支援等を行います。 

 

◆地域コミュニティの強化支援 

・市民の健康増進や在宅復帰を目指した退院直後 

のリハビリ訓練ができる施設を整備し、専門家 

による指導のほか、高齢者が気軽に集まれる拠 

点としても活用する、先進的な「総合見守り」 

を支援します。 

  

◆再生可能エネルギー面的利用構想の策定支援 

・地下水熱や下水道熱等を利用した地産地消型再生可能エネルギーの面的利用シス

テムと、まちづくりエリアを対象としたスマートコミュニティモデルの構想策定

を支援し、その実現を目指します。 

 

［重要業績評価指標（ＫＰＩ）］ 

指標名 初期値（H26） めざす値（H31） 

ライフサポート拠点の利用者数 ― 3,600 人 

健康・医療関連の新規サービスや事業の立ち上げ件数 ― ４件 

 

 

○県立医大の農業研究開発センター跡地へのキャンパス移転や関連研究施設の整

備に併せて、「ウェルネス」「メディカル」「スマート」*をキーワードにしたま

ちづくりを進めます。 

○県立医大及び附属病院の機能を最大限に活かし、高度先端医療から在宅医療・

介護までを連続的に行えるまちの実現を目指して、「ＭＢＴ構想*」の考え方を

取り入れた地域活性化モデルケース「飛鳥シティ・リージョン*」及び「地域再

生計画」を進めます。 

基本的方向 

具体的な施策 

▲「総合見守り」のイメージ図 

26 



 

27 

 

③安心して暮らし続けることができるまちづくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆ＩＣＴ*の活用を含めた地域包括ケアシステム*の推進 

・行政や市民、介護事業者、医療機関等が連携し、生活支援・医療・介護が一体的

に提供される地域包括ケアシステム*の構築を推進します。 

・見守りや身近な交流の場として機能させるため、小学校区・中学校区に配置した

「ブランチ」の有効活用を図ります。 

・健康状態の把握や緊急時の通報機能を備えた「（仮称）橿原いきいきタブレット」

の多機能化と普及促進を図るとともに、県立医大の先端技術や蓄積された研究成

果と、ＩＣＴ*技術を駆使した地域包括ケアを推進します。 

 

◆地域を支える仕組みづくり 

・コミュニティを支えあう仕組みづくりに努めます。 

 

◆橿原市版「小さな拠点」の整備促進 

・多世代交流や地域コミュニティの形成を促 

 進し、公共施設等が地域に根ざした支え合 

 いの核となる「小さな拠点」としての活用 

 を検討します。 

・伝統的町家等の再生に際しては、生活支援・ 

見守り・医農工薬との連携など「小さな拠点」 

としての利活用を図ります。 

 

 

 

 

 

 

○「ふれあい」と「支えあい」のあるコミュニティづくりに取り組むとともに、医療

と介護の連携、地域住民や事業者の協力も得られる「地域包括ケアシステム*」を

構築します。 

○身近な地域の中で、地域住民の交流や高齢者等の見守り・生活支援等を行う「小さ

な拠点」を整備するなど、ライフサポートの基盤整備を図ります。 

○安心して生活できる環境を維持するため、地域との連携により、災害や犯罪に強い

まちづくりを進めます。 

基本的方向 

具体的な施策 

▲白橿地区ふれあいサロンの様子 
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◆災害に備え、犯罪を防ぐ取り組みの充実 

・ＬＥＤ防犯灯や防犯カメラの設置により、 

明るく見通しの良いまちづくりを進めます。 

・地域と連携して、ハザードマップ*や避難 

 支援計画等を活用し、災害時に誰もが安全 

に避難できるような避難体制の構築を進め 

ます。 

・自主防災組織や自治会等の防災・防犯リー 

ダーを育成し、地域が主体的に実施する防 

 災訓練や避難所開設訓練等、地域における 

防災・防犯活動の充実を支援します。 

・地域防災の担い手である消防団員の活性化・ 

強化を図り災害時により、その機能を発揮 

できるよう支援します。 

 

 

 

◆医療基盤や医療体制の推進 

・橿原地区医師会や二次医療機関、県立医大附属病院との連携により、一次から三

次までの医療基盤の充実を進めます。 

・県や近隣市町村と連携して、広域的な救急医療体制の確立を図ります。 

 

 

［重要業績評価指標（ＫＰＩ）］ 

指標名 初期値（H26） めざす値（H31） 

地域密着型介護サービス事業所の指定件数 ２件 ６件 

防犯カメラ設置駅数 3 駅 13 駅 

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲かしはら安心パークでの防火啓発活動 

▲橿原市洪水ハザードマップ 
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④歴史と風土を活かしたまちづくり 

 

 

 

 

 

 

 

◆歴史的な景観の保全  

・藤原宮跡からの眺めや万葉集にも詠われた大和三山の風景等を保全するため、「大

和三山眺望景観保全計画」に基づいた取り組みを推進します。 

・市民とともに、ふるさとの景観を阻害する違反広告物の除去に取り組みます。 

 

◆歴史的遺産の活用（日本遺産等） 

・有形文化財の保護や整備に併せて、その利活用を図るとともに、無形文化財等の

行事や祭礼の次代への継承を支援します。 

・歴史資産を有する地域の認識を強めて、関係自治体との連携強化さらには市民や

ＮＰＯの参画等、活力に満ちた地域の持続可能な発展に取り組みます。 

 

◆世界遺産登録の推進  

・「飛鳥・藤原の宮都とその関連資産群」の世界

遺産登録に向けて、史跡指定範囲の拡大や特別

史跡藤原宮跡の国有化、周辺環境の保全など史

跡等の適切な保存管理のほか、国際的な評価を

得るための活用、関連自治体との連携等、登録

推進に向けた活動などに取り組みます。 

 

◆生物多様性*の保全と里地里山の保全・保護 

・「生物多様性*地域戦略」を基にした生態系の保全と、その魅力を活かした地域づ

くりを進め、歴史･文化、教育、農業や観光産業の振興も見据えた広域的な展開を

図ります。 

・次世代に生物多様性*保全の輪を広げていく熱意と行動力を持った人材の育成を図

ります。 

・市民やＮＰＯの自主的な参加も促しながら、里山林の保全や再生を図ります。 

 

［重要業績評価指標（ＫＰＩ）］ 

指標名 初期値（H26） めざす値（H31） 

特別史跡藤原宮跡の国有化面積 50.7ha 55.0ha 

生物多様性*啓発回数 － 10 回 

 

○先人から受け継いだ美しい景観を保全するとともに、自然歴史的環境との調和や都

市的な魅力を創出し、「ふるさと」を愛することの大切さを後世に伝えていきます。 

 

基本的方向 

具体的な施策 

▲特別史跡 藤原宮跡から見た天香久山 
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⑤多様な主体との連携・協力によるまちづくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆市民との協働 

・市民活動交流広場を活用して、市民公益活動団体の活動を支援します。 

 

◆官民連携 

・民間の技術やノウハウ、資金等を積極的に活用する観点から、ＰＰＰ／ＰＦＩ*の

活用可能性を検討します。 

・市有地や市庁舎の有効な活用を促進するため、情報開示に努めるとともに活用方

針の計画を行います。 

 

◆大学との連携 

・県立医大、畿央大学、奈良芸術短期大学、 

聖心学園との包括的な連携協力に関する 

協定を活用し、大学の特色や知見を活か 

したまちづくりを進めます。 

 

             

 

◆近隣自治体との広域連携 

・高取町、明日香村とともに「飛鳥広域圏計画」を策定し、情報発信、観光客誘致、

産学官連携*、事務の広域共同化等の広域連携を図ります。 

 

［重要業績評価指標（ＫＰＩ）］ 

指標名 初期値（H26） めざす値（H31） 

市民活動交流広場の利用者数 15,069 人 18,000 人 

 

 

 

 

  

 

○多くの声をまちづくりに反映させるため、市民・民間企業・大学等の多様な主体と

連携します。 

 

基本的方向 

具体的な施策 

▲「橿原市と県立医大の包括連携協定」調印式 
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4 用 語 集  

本文中で「*」印を表示している用語の説明です。 

【ア行】 

・ＩＣＴ 

Information& Communication Technology の略で、情報通信技術のことです。 

・アクティブサポーター 

これまでの経験や知見を活かし、地域の担い手となって様々な活動に取り組む、健康で元気な

方々のことです。 

・飛鳥シティ・リージョン 

「シティ・リージョン」とは地域間協力体制のことで、高取町・明日香村とともに、飛鳥地方

に分散するコミュニティや文化遺産を活用しながら、交通・医療・介護・観光が相互に関連し

効果を高め、従来の市町村単位にとらわれない枠組みでまちづくりを進めるものです。  

・移住ナビ 

移住促進を目的とした、居住・就労・生活支援に係る情報を集約して総合的な情報提供を行う

ポータルサイトのことです。 

・医療ツーリズム 

「最先端の医療技術」や「より良い品質の医療」を求めて、居住国とは異なる国や地域を訪ね

て診断や治療等の医療サービスを受けることです。 

・インバウンド 

日本国外から入ってくる旅行者、つまり外国人による日本旅行者のことです。 

・「ウェルネス」「メディカル」「スマート」 

  先進的なまちづくりのキーワードで、「運動、休養、栄養等健康を総合的に捉える考え方」、「環

境や省エネのことなどを考慮したまちづくり」、「医療、福祉、介護のことなどを考慮したまち

づくり」のことです。 

・SNS 

「ソーシャルネットワークサービス」の略で、パーソナルコンピュータや携帯端末等を用いて

個人やグループ間で情報を共有できるネットワークサービスのことです。 

・MBT構想 

Medicine-Based Town の略で、県立医大が掲げる「医学が暮らしの中に浸透した社会がくる

ことを念頭に、医学的な知見や研究成果を、都市計画や住居内外のシステムに活かしたまちづく

り」を目指した構想のことです。 

・オープンイノベーション 

自社だけでなく他社や大学、起業家等が持つ技術やアイデア、サービスなどを組み合わせ、革

新的なビジネスモデルや革新的な研究成果、製品開発、サービス開発につなげる方法論のこと

です。 
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【カ行】 

・橿原市版ＣＣＲＣ 

CCRC とは Continuing Care Retirement Community の略で、「生涯活躍のまち」を意味し、

都市圏の高齢者や若者世代が、健康なうちから地方に移り住み、就労や生涯学習に参加できる

新しいコミュニティのことです。日本版 CCRC は 50 歳以上の方の地方移住を目的としていま

すが、橿原市版 CCRC は、本市が有する歴史的・文化的資源、健康づくりのフィールドが豊富

なことや、医大の立地といった特性を活かして、50 歳以上の方だけでなく若い世代の移住も

見据えたものです。  

・かしはら版ヘルスケア産業 

ヘルスケア産業とは、医療および介護または健康等に関連する新たな「もの」や「サービス」

のことで、かしはら版ヘルスケア産業とは、県立医大や附属病院の知見や研究成果を活かした

「もの」や「サービス」を提供する産業のことです。 

・ゲストハウス 

  国内外からの高度な医療技術を有する事業者の簡易宿泊施設のことです。 

・合計特殊出生率 

15 歳～49 歳までの女性の年齢別出生率を合計したもので、一人の女性がその年齢別出生率で

一生の間に生むとしたときの子どもの数に相当するものです。 

・子ども・子育て支援新制度 

  子ども・子育て家庭を社会全体で支援することを目的に、子ども・子育て支援関連の制度、財

源を一元化し、学校教育・保育の総合的な提供、保育の量的拡大・確保、家庭における養育支

援の充実を図るための制度のことです。 

 

 

【サ行】 

・産学官連携 

産とは企業、学は大学や研究機関、官は行政を指し、大学や研究機関等が持つ研究成果、技術

やノウハウを企業が活用し、実用化や産業化へと結びつける仕組みのことです。企業、行政、

大学・研究機関の三者が連携して取り組み、その成果を市民も享受できる連携体制のことです。 

・シェアハウス 

医療従事者や学生等がリビングや台所、浴室等を共有し、各住人の個室をプライベート空間と

する共同スタイルのことです。 

・次代の親づくり 

子どもは次代の親となるものとの認識の下に、豊かな人間性を形成し、自立して家庭を持つこ

とができるように、長期的な視野に立った子どもの健全育成のための取り組みを進めることで

す。 

・シティプロモーション 

観光客誘致や定住人口の増加、住民の地域への愛着の醸成を目的として、地域を持続的に発展

させるため、地域の魅力を地域内外に効果的に発信していくことです。 
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・重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

Key Performance Indicator の略で、施策ごとの進捗状況を検証するために設定する指標のこ

とです。 

・スポーツコミッション 

  行政・観光団体・スポーツ団体・企業等で構成された、スポーツを通してまちづくりを推進す

る組織のことです。 

・生物多様性 

生態系の保存と、その魅力を活かした地域づくりをすすめるもので、最終的に、歴史・文化、

教育、農業、観光産業の振興等も見据えた広義的な取り組みのことです。 

 

 

【タ行】 

・大学サテライト（まちなかラボ） 

医工連携、医農連携、産学官連携、東洋医学の拠点機能を持った実験工房（メディカル・ファ

ブラボ）のことです。 

・多極ネットワーク型のコンパクトなまちづくり 

  最も主要な拠点 1 箇所に都市機能を集約するという考え方ではなく、ある程度まとまりのある

都市機能を有する地域間の移動を公共交通ネットワークの構築等により、コンパクトなまちづ

くりを形成する考え方のことです。 

・地域型保育事業（小規模保育） 

  施設（定員 20 人以上）よりも少人数の単位で、主に満３歳未満の乳児・幼児を預かる事業の

ことです。 

・地域包括ケアシステム 

高齢者が可能な限り住み慣れた地域で自立した日常生活を営むために、介護、医療、介護予防、

住まい、日常生活支援が包括的に確保されるシステムのことです。 

・超小型モビリティ 

交通の省エネルギー化と共に、あらゆる世代に手軽な移動手段を提供し、生活や移動の質の向

上をもたらす「新たなカテゴリー」の乗り物として期待されているものです。 

 

 

【ナ行】 

・日本遺産 

平成 27 年度に文化庁が新たに創設した、文化財版クールジャパンことです。地域の歴史的魅

力や特色を通じて我が国の文化・伝統を語るストーリーを認定するとともに、ストーリーを語

る上で不可欠な魅力ある有形・無形の文化財等を地域が主体となって総合的に整備・活用し、

国内外に戦略的に発信することにより、地域の活性化をはかるものです。尚、平成 27 年 4 月

24 日に橿原市と高取町と明日香村が文化庁に申請していました“「日本国創成のとき-飛鳥を翔

（かけ）た女性たち-」”が認定されました。 
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・認可外保育施設 

  児童福祉法上の保育所に該当しない保育施設のことです。 

・認定こども園 

 幼稚園、保育所等のうち、「就学前の子どもに幼児教育・保育を提供する機能」「地域における

子育て支援を行う機能」を備える施設で、都道府県知事が「認定こども園」として認定した施

設のことです。 

 

 

【ハ行】 

・ハザードマップ 

自然災害による被害を予測し、その被害範囲を記載した地図のことです。予測される災害の発

生地点、被害の拡大範囲および被害程度、さらには避難経路、避難場所等の情報が既存の地図

上に図示されています。 

・病院サテライト 

附属病院の有する診療以外の一部機能（健康や通院相談の「窓口」等）を附属病院以外の場所

に設けた施設のことです。 

・PDCAサイクル 

ＰＤＣＡサイクルとは、Ｐ lan（計画）、Ｄ o（実効）、Ｃ heck（評価）、Ａ ction（改善）

のサイクルを作り出すことにより、ある目標に向かって事業の改善を続けていくという考え方

のことです。 

・PPP/PFI 

PPP は、Public Private Partnership の略で、公共的な社会基盤の整備や運営を、行政と民間

が共同で効率的に行おうとする手法のことです。 

PFI は、Private Finance Initiative の略で、公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資

金、経営能力及び技術的能力を活用して行う手法のことです。   

・ファシリティマネジメント 

公共施設等について、市民が安心かつ安全で継続的に利用できるように、総合的かつ長期的な

観点で整備及び管理運営の適正化を図ることです。 

・放課後子ども教室 

地域の大人が中心となって子どもたちに「安全・安心」な居場所を設け、色々な「体験」や地

域の大人・異年齢の友達との「交流」を通じて感じる様々な“気づき”の中から「生きる力」を 

身につけ、健やかに成長するきっかけとなることを願うことを目的に設立されたものです。 

・放課後児童クラブ 

小学生を対象に、保護者および同居人が就労等により、放課後に家庭でその児童の保育にあた

ることができない場合、授業の終了後に適切な遊びや生活の場を提供し、児童の健全な育成を

図ることを目的に設立されたものです。 
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【マ行】 

・まちあるき事業 

今井町で住みたい人と共に空き家を紹介しながら、実際にまちを歩いてもらうもので、年間 4

回程度実施している事業のことです。 

・まちなかライフサポート 

街中に健康拠点や医療拠点を整備し、健康相談や通院相談を行い、地域住民向けの健康教室を

開催する等地域住民の健康増進を図ることです。 

・無料公衆無線 LAN 

無線 LAN を利用したインターネットへの接続を提供するサービスのことです。 

 

 

【ヤ行】 

・ＵＩＪターン者 

ＵＩＪとは都市部の居住者が地方に移住する動きの総称で、ＵＩＪターン者とは地方に移住す

る移住者のことです。 

 

 

【ラ行】 

・ライフプラン 

進学、就職、結婚、出産、子育てなど生涯を通した人生の計画のことです。 

 

 

【ワ行】 

・ワーク・ライフ・バランス 

老若男女だれもが、仕事、家庭生活、地域生活、個人の自己啓発など、様々な活動について、

自ら希望するバランスで展開できる状態であることです。 
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